
船橋市「保健と福祉の総合相談窓口」事業実施要領 

（趣旨） 

第１条 この事業は、子ども、障害者、高齢者等誰もが、ありのままにその人

らしく、地域で暮らすことができる地域社会を実現するため、船橋市「保健

と福祉の総合相談窓口」（以下、「総合相談窓口」という。）を設置し、対象を

限定することなく、福祉サービスのコーディネート、福祉の総合相談、権利

擁護を行い、地域住民の福祉向上を図ることを目的とする。 

  また、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という）第１０

６条の４に規定された重層的支援体制整備事業を船橋市で実施するにあたり、

その取組の一部を総合相談窓口と併せて実施し、地域住民の複合化・複雑化

した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備する。 

（事業内容） 

第２条 この事業は、子ども、障害者、高齢者等の家庭・地域での生活に関す

る相談と権利擁護を図るため、原則として次の各号に掲げるものについて行

う。 

⑴ 相談事業 

  総合相談窓口は、子ども、障害者、高齢者など対象者を横断的に捉え、複

合的な相談事業を行う。相談等にあたっては、電話だけでなく、家庭等を訪

問するなどのさまざまな方法により応じる。 

  各種福祉サービスの提供にかかわる援助、調整等を行うとともに、相談者

に対する支援計画等を策定する。 

⑵ 権利擁護事業 

  総合相談窓口は、相談者等の権利侵害の積極的な把握に努め、各種関係機

関との円滑な連携のもとに、権利侵害の解消、本人や家族のケアと尊厳の回

復、再発防止策を講じる。 

⑶ コーディネート事業 

  地域の実情把握に努め、行政をはじめとする公的機関、福祉サービス提供

事業者、ＮＰＯ法人等、各福祉資源等と相談者のニーズをつなげ、必要なサ

ービスを提供できるよう努める。 

⑷ 多機関協働事業 



 支援関係機関等からつながれた、複合化・複雑化した支援ニーズを有し、様々

な課題の解きほぐしが求められる事例等に対して、下記により支援を行う。 

ア．相談受付 

  支援関係機関等から、複合化・複雑化した課題を抱えているなど、支援関

係機関間で役割を整理する必要のある事例に係る相談を受け付ける。 

  相談を受け付けた上で、次のとおり取り扱う。 

 （ア） 相談内容が、支援関係機関の通常の連携体制で解決が可能な相談な

どについては、相談元の支援関係機関と情報共有を行った上で、必要

な情報提供や助言を行う。 

 （イ） 相談内容が、支援関係機関の通常の連携体制で解決ができない複合

化・複雑化した事例で、課題等を整理する必要があるものについて、

正式に多機関協働事業につなぐ相談として受け付ける。多機関協働事

業へつながる相談として受け付ける場合、原則、本人から利用申し込

み（本人同意）を受けるものとする。 

イ．アセスメント（客観的評価） 

本人や親族、その他支援関係機関等から情報収集を行う。また、本人や

その世帯の状況によっては、アセスメントと併せ早期にアウトリーチ等を

通じた継続的支援事業や参加支援事業へつないだ方が良いと判断される事

例もあると考えられることから、それらの事業と必要な連携体制を確保す

る。 

ウ．支援プラン作成 

  アセスメントの結果を踏まえ、支援関係機関間の円滑な連携体制のもと、

複合化・複雑化した支援ニーズを有する者やその世帯へ必要な支援を提供す

るため、支援関係機関の役割分担や支援の目標・方向性を整理した支援プラ

ンを、次のエに掲げる重層的支援会議において協議のうえ作成する。 

  また、参加支援事業及びアウトリーチ等を通じた継続的支援事業を利用す

る場合も、多機関協働事業者が支援プランにこれらの事業を利用することを

明記し、支援決定を受けた後でこれらの事業につなぐことを基本とする。た

だし、本人や世帯の状況により、多機関協働事業の利用前からこれらの支援

が開始される場合もある。 



エ．重層的支援会議への出席 

  多機関協働事業につながれた複合化・複雑化した課題を持つ者及びアウト

リーチ等を通じた継続的支援事業並びに参加支援事業につながれた者へ対

する支援方針の協議及び支援プランを決定する重層的支援会議に出席する

こと。重層的支援会議は、船橋市福祉サービス部地域福祉課が開催し、必要

に応じて、取り扱う事例に関連する庁内関係部署やその他関係機関を召集す

る。 

 オ．支援の実施 

  支援関係機関等の役割分担や支援の目的・方向性を定め、支援関係者がチ

ーム一体となり支援プランに基づく支援が円滑に進むよう必要な支援を行

う。 

また、支援プランに基づく支援の実施状況について、支援関係機関から情

報収集して随時把握し、必要があれば収集した情報をもとに再度、重層的支

援会議を開催し、支援関係機関の役割分担や支援の方向性を整理・変更する

とともに、再度プランニングすることについても適切に検討及び実施するも

のとする。 

 カ．終結 

  本人やその世帯の課題が整理され、支援の見通しがつき、プランによって、

支援関係機関の役割分担について合意形成を図ることができた時点で、主た

る支援者としての多機関協働事業の関わりは一旦終結となる。なお、多機関

協働事業による支援終結後は、プランに基づき支援関係機関の中から支援の

主担当となる機関（支援担当機関）を設定し、その後も本人やその世帯を伴

走する体制を確保することが重要となる。 

  また、支援終結後に本人の状況や本人を取り巻く環境に変化が生じた場合

や、再度課題の解きほぐしや支援関係機関の整理が必要となった場合には、

速やかに多機関協働事業による支援を再開する。このため、支援の終結後も

支援関係機関と情報共有等を行う必要がある。 

 キ．支援会議への出席 

多機関協働事業へのつながる相談として受け付けるにあたり、ひきこもり

状態の者など、本人から利用申し込み（本人同意）を受けることが困難であ



り、かつ早急な支援が必要と認められる場合には、法第１０６条の６に規定

される支援会議に出席し、支援内容を検討する。支援会議は、船橋市福祉サ

ービス部地域福祉課が開催し、必要に応じて、取り扱う事例に関連する庁内

関係部署やその他関係機関を召集する。また、支援会議の開催にあたっては、

市が別に定める支援会議に関する規定を順守する。 

⑸ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

長期にわたりひきこもりの状態にある人や、人との関わりを拒否する人など、

複合化・複雑化した課題を抱えながらも支援が届いていない人を把握し、本人

に時間をかけた丁寧な働きかけを行い、信頼関係を築き、必要な支援につなげ

るため、下記により支援を実施する。なお、アウトリーチを行うにあたっては、

開設時間以外の時間帯や休業日においても、相談者のニーズに合わせて柔軟に

対応するものとする。 

ア．支援関係機関や地域住民等の地域の関係者との連携等を通じた情報収集 

潜在的なニーズを抱える人を早期に発見するために、ひきこもり相談支援

員や支援関係機関、地域住民等の関係者と連携し、また、地域ケア会議など

地域の会議に積極的に参加し、つながりの中から相談や課題を把握する。 

イ．事前調整 

必要な支援が届いていない人やその世帯に支援を届けるために、自宅への

訪問等によって関係性を構築するための方策を検討し、多機関協働事業をは

じめ、必要な関係者との調整を行う。 

ウ．関係性の構築 

本人と直接関わることができない場合は、本人の家族等の協力を得ること

や、本人に対して手紙の送付、チラシなどによる情報提供、自宅訪問などに

より、必要に応じたアプローチを行う。本人と直接関わることができる場合

は、関係性構築のための面談等を実施する。 

エ．家庭等訪問及び同行支援 

本人の自宅等に赴き支援を行う。また、本人に出会えた後も、自宅から出

ることが困難な者や適切な支援関係機関につなぐことが困難な人に対して、

自宅等への訪問を継続して行うほか、同行支援など、本人に寄り添った伴走

支援を行う。 



オ．終結 

本人やその世帯にとって適切な支援関係機関や地域の関係者につなぎ、そ

れらの関係性が安定した段階で、支援は終結となる。 

 ⑹ 参加支援事業 

  既存の社会参加に向けた事業では対応できない狭間の個別ニーズに対応す

るため、本人やその世帯の支援ニーズと地域の社会資源との間の調整を行う

ことで、多様な社会参加の実現につなげるため、下記により支援を実施す 

ア．相談受付 

参加支援事業は、重層的支援会議で事業の利用が必要と判断され、イ．の

支援プランが決定された場合に利用開始となる。ただし、参加支援事業が早

期に関わる必要がある場合には、重層的支援会議における市による支援決定

前から本人への支援を開始することができる。 

イ．支援プラン作成 

本人の相談受付・アセスメント（客観的評価）を行い、社会参加に向けた

支援の方向性や支援の内容が決まった段階で支援プランについて、重層的支

援会議で協議する。 

ウ．支援の実施（マッチング・資源開拓） 

本人やその世帯の支援ニーズを踏まえた丁寧なマッチングや定着支援、受

け入れ先（地域の福祉サービス、企業など）への支援を行う。 

また、委託者と共同で、相談者の有無にかかわらず必要に応じて地域へ働

きかけを行い、新たな社会資源の開拓や、社会資源を新たに組み合わせるな

ど、社会参加に向けた多様な支援メニューを創設する。 

エ．終結 

社会参加に向けて、地域の社会資源とのつながりができ、本人とつながっ

た先との関係性が安定したと判断した段階で、プランに基づいた支援は終結

となる。 

オ．定着支援・フォローアップ  

参加支援事業を利用する者の多くが、他者や社会とのつながりを継続する

ことに困難を抱える場合が多いことを意識し、プラン終結をもって関係性を

終了させるのではなく、定期的に訪問・連絡をするなど一定期間フォローア



ップを行う。 

⑺ その他、この事業の目的を達成するために必要な業務を行う。 

（会議） 

第３条 総合相談窓口事業実施にあたり、関係機関等の担当者が互いに情報を

共有し、その活用をはかるため、次の⑴、⑵の会議を開催する。 

⑴ 重層的な課題の解決にあたり必要がある場合には、船橋市福祉サービス 

部地域福祉課（以下、「地域福祉課」という。）は、総合相談窓口の依頼に基

づき関係各課を招集しケース会議を開催する。 

⑵ 本事業の推進と周知を図るため、総合相談窓口は市と地域に所在する各種

関係機関を招集し、連絡調整会議を開催する。 

（区域） 

第４条 この事業の区域は、船橋市内全域とする。また、区域をまたいで広域

的に対応する事例については、千葉県が設置する各区域の中核地域生活支援

センター、他市町村等の自立相談支援機関などと、互いに十分な連携を図り

ながら活動する。 

（設置） 

第５条 市は、総合相談窓口を市内に１か所設置する。 

⑴  市は、総合相談窓口業務を、適切、公正、中立かつ効率的に実施するこ

とができる者であって、社会福祉法人、公益社団法人若しくは公益財団法

人又はＮＰＯ法人その他市長が適当と認める者に委託する。 

⑵ 総合相談窓口は、市役所本庁舎近隣に委託された法人が設置する。 

⑶ 委託された法人は、総合相談窓口の設置・運営に当たっては、独立性や 

公平性を十分に確保しなければならない。 

（組織） 

第６条 事業の実施にあたっては、下記の職員配置を基本とする。 

ただし、状況に応じて、本事業から自立相談支援機関への職員応援並びに自

立相談支援機関から本事業への職員応援について、両機関の業務に支障が出な

い範囲で、柔軟に行えるものとする。その場合は、応援職員の異動の都度、委

託者に届出るものとし、応援期間中の人件費はきちんと区別して管理する。 

⑴ 相談支援員 ２人工以上 



配置する相談支援員のうち、１人工を配置時にアに該当する者とし、残りの

相談支援員をア又はイに該当する者とする。 

ア 社会福祉士、精神保健福祉士、保健師の資格を有する者であり、かつ、

相談支援業務に１年以上従事している者。 

イ 相談支援業務に３年以上従事している者。 

⑵ 相談支援包括化 推進員 ５人工以上 

配置する相談支援包括化推進員のうち、１人工を配置時に⑴のアに該当する

者とし、残りの相談支援包括化推進員を①のア又はイに該当する者とする。 

⑶ アウトリーチ支援員  ２人工以上 

配置するアウトリーチ支援員のうち、１人工を配置時に⑴のアに該当する者

とし、残りのアウトリーチ支援員を⑴のア又はイに該当する者とする。 

⑷ 一般事務職員  １人 

（関係機関との連携） 

第７条 総合相談窓口は、自らの機能強化を図るため、相談に係る行政サービ

スを把握し、地域に存在する各種関係機関との円滑な協力・連携のもとに、

地域福祉の拡充に努める。 

（台帳等の整備） 

第８条 この事業の的確な実施を図るため、相談・指導記録票、その他業務に

必要な台帳等を整備し、これを適切に管理しなければならない。 

（計画の策定） 

第９条 総合相談窓口は、事業の実施に当たり、あらかじめ業務計画を定め、

計画的に業務を行う。 

（市への報告等） 

第１０条 総合相談窓口は、相談などの活動状況について定期的に市に報告す

る。 

（調査等） 

第１１条 市は、総合相談窓口に対して業務の実施状況について、必要に応じ

て説明若しくは報告を求め、またはこれに関する帳簿その他関係書類を閲覧

し、調査することができる。 

（運営に係る評価委員会） 



第１２条 総合相談窓口の活動について評価するため、市に、運営に係る評価

委員会を設置し、委員には外部委員を含めるものとする。 

⑴ 運営に係る評価委員会は、総合相談窓口の活動実績を分析するため、必 

要に応じて総合相談窓口に対して聞き取り調査、資料提出を求めることがで

きるものとする。また、総合相談窓口の同意の下で立ち入り調査を行うこと

ができる。 

⑵ 運営に係る評価委員会は、必要に応じ総合相談窓口へ助言することがで 

きるものとする。また、必要に応じて、市に対し総合相談窓口を運営する法

人に対する改善勧告を要請できるものとする。 

（研修等） 

第１３条 総合相談窓口従事者は、定期的に必要な研修等を受け、自己啓発に

努めなければならない。 

  また、原則として、厚生労働省が実施する生活困窮者自立支援制度人材養

成研修に参加しなければならない。 

（委託の取消し） 

第１４条 市は、総合相談窓口が適正な活動を活発に行うため、以下の要件の

一に該当する場合は、事業委託期間内においても総合相談窓口事業の委託の

取消しを行うことができる。なお、取消しに当たっては、事業者の聴聞を行

うとともに、運営に係る評価委員会の意見を聴くものとする。 

⑴ 総合相談窓口の事業経費以外への委託費の流用、相談にかかわる守秘義 

務が守られないなど、適格性に欠けると判断される場合 

⑵ 運営責任者が刑事事件を起こした場合 

⑶ 市への報告において、虚偽の記載や不祥事・失敗情報の隠蔽など、信義  

に欠けると判断される行為があった場合 

⑷ 活動が著しく停滞し、改善へ向けた意欲や能力に欠けると判断される場 

合 

⑸ その他事業の機能が十分果たすことができないと認められる場合 

（広報） 

第１５条 総合相談窓口及び市は、この事業が広く利用されるために、事業の

周知をはかり、理解しやすいよう工夫した広報活動を積極的に行うものとす



る。 

（秘密の保持等） 

第１６条 総合相談窓口の運営上、多くの個人情報を取り扱うこととなるため、

次に掲げる事項に留意しなければならない。 

⑴ 総合相談窓口事業実施にあたり、関係機関等の担当者が互いに情報を共 

有し、その活用をはかることが重要であることに鑑み、原則としてあらかじ

め本人から個人情報を事業目的の範囲内で利用する旨の了解を得ること。 

⑵ 総合相談窓口事業に携わる者は、個人情報の取り扱いについて関係法令 

を遵守し、厳重に取り扱うこととし、その保護に遺漏のないよう十分に留意

すること。また、この契約が終了した後や、職を退いた後も同様とする。 

（留意事項） 

第１７条 この要領に定めるもののほか、事業の実施にあたっては、厚生労働

省が発出する、重層的支援体制整備事業に係る自治体事務マニュアル等に基

づいた運営を行うものとする。 

（補則） 

第１８条 この要領に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要領は平成２４年８月１日より施行する。 

附 則 

この要領は平成２７年４月１日より施行する。 

  附 則 

この要領は平成２８年４月１日より施行する。 

 附 則 

この要領は平成２９年４月１日より施行する。 

附 則 

この要領は平成３０年４月１日より施行する。 

附 則 

この要領は平成３１年４月１日より施行する。 

附 則 



この要領は令和２年４月２１日より施行する。 

附 則 

この要領は令和２年７月３日より施行する。 

附 則 

この要領は令和３年２月１日より施行する。 

附 則 

この要領は令和５年４月１日より施行する。 

 


